
教育行政・学校経営研究になげる組織

社会学的アプローチの意義と展望

一←一教育組織の官僚告Ij論の検討をと卦して一一一

西 穣司

1 課題設定

近年，学制改革，学校管理，教育内容や万法の現代化，あるいは学校の役割といった表;習のも

とで，学校教育をめぐるさまざまな教育問題が盛んに論議されているo しかし， ζれらの教育問

題は，実践的な意味に;j:，.いても，また客観的な科学的究明を意図する立場に合いても，学校の組

織性を一つの軸として把握され，解明されねばならないといえるO そうしてこそ， ζれらの諮問

題への具体的で現実的な，かつより総合的な視野町こった解決め方途を見出されうると考えるJ1)

とりわけ，教育行政‘学校経営研究陀ないては，組織として学校を把握する視点が重要な課題

とならざるをえないことは，多言を委しないであろう。すなわ私，学校は社会の未成熟者K対し

て，家庭や地域社会の教育機能とは内容をー異Vとする教育機能一一系統的知的教育や一般社会生活

陀関する意図的・組織的教育一ーを果たすという自擦をもった社会単位であるO との目標の達成

のため VC ， 複数の人間の協働~I謁係が計画的K展開される社会単位なのである。ゆえに，学校も当

然、組紙一般のカテゴリに入るのである。(2) しかし，わが国の実 1青 VC~I) して言えば，個々の学校は

実際上自主独立の機関として存在しているのではなく，個々の学校を包摂する教育委員会の管理

のもとに存在し，機能しているととに留意しなければならなし、。よフて本稿でも，前提的Vて教育

委員会(主として都道府県の)単位の学校教育制度を「教育長昼織Jと見る立場から，教育行政・

学校経営を考察することにする。(3)

さて，イギ 1)スの教育行政研究者ホイノレ (E.Hoy 1 e )は，とれまでの教育行政研究促シける

多様な組織論Uてついて，米国での新しい動向一一一般理論や総合研究への志向一ーとの関連K公

L、て検討し，なよそ次のような結論を導」、ている。すなわち，教育組織K適用可能な一般理論の

探究ないし教育行政の総合科学的研究は その志向性自体評価されるが 現段階K沿いて見るべ

き成果を提出しえてL、な h、。むしろ，教育組識理論研究に沿いて，社会学的研究の果たした貢献

は少なからざるものがある，と。(4)

わが国の教育行政‘学校経営研究を志す者にとっても， このホイノレの見解が示唆する意義は決

して少なくないと忠われる。ホイノレの所論をやや敷延して言うならば，教育行政‘学校経営研究

K沿いて，その研究対象の独自な性格からして，経験的事実の積み上げとその一般化と uづ過程

を経なければ，厳密な意味での理論の名に値する研究成果は期待しがたいと言わなければならな
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L 、。こうした立場から，わが国の教育行政・学校経営研究の足跡、を顧みると，おおお‘むねその科学

的厳密性の希薄さは否めないと思われるO 実証的な裏づけなしの，主張や論説の域を出ないもの

が少なくな L、。

しかしまた，経験的事実を積み上げてL、<vc際しては，当然，問題領域を描き出し，実証的調

査の基礎を準備する概念化の作業がなされなければならな L、。実は， こうした科学的な研究志向

を支え，上記作業を可能κする基盤を，筆者はとと十年前後の間κ急速K発展してきた組織社会

学の研究成果K見出しうると考える。

たとえば，組織社会学の分野ですでK相当注目すべき業績を残している松本和良は，組織研究

の歴史的な流れを大まか(101，組織の社会文脈的研究，組識効率と有効性の研究，組織構造の研

究ととらえ， とれらの研究を包括しつつさら κ体系化をめざして発展しつつある組織社会学のね

らいをこう述べている。組織社会学のめざすととろは，組織構造の説明的理解Kあり， より具体

的Kは{組織の個別的分析，すなわち，組織の個別化認識をと合して，あるいは，組織属性の一

般的総合化，すなわち，組織の普遍化認識をと合して，組織構造の安定や変動を探り，また，そ

の外的環境との関係を明らかにし Jょうとするものである，と0(5)松本は ζのような意図陀基づ

いて彼の組織社会学の基本構想や前提的諸課題児ついてかなり精綾な考察を加えているO その詳

細は彼の若番VC~譲るとして，組織社会学の特徴公よび意義は，ホイノレの評価をも考え合わせると，

次のよう K要約的κ示しうると思う。

“組織社会学は， とれまでの経営管理学系統の組織論陀比して，その対象範囲はいっそう広(，

またその性格は基礎科学的である。"すなわ私， AEIJ銃社会学の対象とする組織は，単 K産業組織

に限られるものではな<，すべての組識を含むものである。また，組織の効率や有効性を企図す

る場合Uてないても，組織の内部構造ばかりか，組織の環境論として全体社会や他の社会単位(組

織)との関係を視野花入れ，それらの関連する諸要素を組織現象の重要な抱互関連要因として把

握する概念枠組をもフているO したがって，組織社会学はまた，一般社会理論への発展の道筋を

ヲけていると言うとともできるO 換言するならば，組織社会学は，パーソンズ (T.Parsons) 

の社会体系論的組織論のような一般理論構築への用具や基礎を一方で探りつつ，他方多くの下位

概念を駆使して経験的事実の調査陀よる仮説の検証を経て，より精綾な組織理論の構築をめざす

ものであり，かっその展望もかなり開けているのである。とうした意味合いで基礎科学的といい

うるのであるρ
もちろん，教育行政‘学校経営研究陀沿いて， とうした特徴や意義をもっ組織社会学的アプロ

}チ K限界はないわけではな U であろうが，少なくともとれまで提出されてきた諸研究の科学的

総合性や実証性の脆弱さを補完しうる有力な研究方法・視座を提供しうるであろうととは認めら

れてよいであるう。

さて，組織社会学的教育組織研究の実情はどうで岳ろうか。まず量の屈では少ないと言わざる

をえなし、。(7)また，その内容の面でも，組織としての学校を多面的・総合的K扱ったものは少な

L 、。したがって， トータ Jレな概念枠組をもフた教育組織研究は，産業組織等の研究花上としても，
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明らかに未開拓の領域であるといわねばならなL、。

しかし， ¥，、くつかの組織社会学的教育組織先行諸研究は，組織註をもった学校教青の諸問題の

解明κ，対象領域の限定住やトータノレな概念枠組の欠如と Lづ難点はある Kせよ， より総合的な

教育組織研究をめざすわれわれUてそれ相応の有効な示唆を与えてくれるよう K思われる0(8) そと

で，まずはとれらの先行諸研究の価値を正当κ位霞づけ直すととを意図し，さら K前述したよう

な意味での教育行政・学校経営研究の一般理論の構築I!て大ぃ托寄与しうると目される組織社会学

的教育組織研究の基本構想、を探求する己とを，本稿の基本課題として設定するととにするO とと

ろで，本稿の具体的な課題としては，上記基本課題解明の第一段階の作業として，教育組織の全

体構造とその組縁起過程の諸相を把握するための研究方法(概念枠)の問題K焦点を絞り，その手

がかりとして形式合理的な管理機構としての官僚告IJについて検討するとととする。つまり，組織

の全体構造を問題Vてする際，官僚詣IJの究明が不可避でありかっ有効だと考えるゆえである。

以下，次節では官僚告Ij概念Kよる教育組織研究の前提的諮問題として，官僚制概念の吟味寺?と

合して教育組識研究の主要課課を提起する。そのうえで，比較的体系だてて教育組織の官僚詩IJを扱

った先行研究をとりあげて，その意義と限界を主として研究方法の側面から考察する。さら1/[，

本稿の結びとして筆者が構想する組織社会学的教育組織研究の今後の課題と展望を記すとと Kし

ょう。

2. 官僚制概念K よる教育組織研究の前提的諸問題

官僚常!Jとは，一応、合理的に整序された管理の機構と解されるが，明らか托現代社会の諸組織陀

共通する側面であると言えるO しかし，近年の組織社会学の教えるととろでは，官僚需IJは組織現

象の重要な側面ではあっても，決して全体ではなL、。つまり，個別組織は，それぞれ国有の動態

的な側面をもって合り，官僚詰IJの功罪も決して単純に論じきれるものではないのである。伊)そ ζ

で本節では，かなり媛味1/[，しかもイデオロギー的K解されるととが多い官穣需IJ概念を厳密1/[( 

組織社会学の立場から)吟味し直し，かつ教育組織研究Uて告けるその位置を前提的K指定すると

と比する。

(1) M.ワェーパー官僚制論の f理念型Jの真意と問題点

M. ワェーパーが，彼の政治社会学研究め過程で作りあげた官僚告Ijの概念は，いわゆる「理念

型J (Idealtypus) であるととは周知のと止りである。すなわち，彼か言う理念裂としての

富僚告IJの特徴として次の諸点があげられる。明文の規制体系，専門職務の紹介氏よって明擁な権

限をわりあてられた地位のヒエラルヒー，専門技能と業績Kもとづく人員配置や補充，私i管をと

ろす非人格的な規則と職業的専念，文書様式のコミュニクーション，公私の厳重な区男IJ，とりわ

け生産手段とならんで行政管理手段の個人からの分離，OO)であるO

さて， との官僚指Ijの理念裂は， ウェーパー自身認めているように，一定の経験的な要素を論理

的K正確で首尾一貫した形態 K概念的に構成したものである。よって，観念的托純粋であるため
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Vて，具体的な実態としては決して見出すことのでき院ものなのである061)さら K言えば， との理

(12) 
念型は， ある種の方向 Uて変形され，誇張されていると見なければなるま L、。

では，理念裂としてあけ了こ上記官僚市IJの諸特徴を貫ぬ〈論理は何であったのか。それは，端的

κ言って，妓員Ijvてもとづ〈支配(統制)の合理性でるったと言いうる。その際言われる規制とは，

専門的な知識を基礎とし 最大限の効率を目標として，組織全体の構造と過程の調整托寄与する

ものなのである0 63) 

しかし， とのような諸特徴で示される理念型を，近代諸札敬Kストレート K適用するとすれば，

ウェーパーが主張したような効率的な組織管理が必ずしも結果されないととは容易に予測しうる。

この点Kついては， ウェーパー官僚告IJの理念型にもとづ‘いて，具体的諸組織を検討したり，実証

的研究をしたマートン(孔.K. Me r tOn入セノレズニク (P. Selznick) ゴールドナー (A.

W. Go u 1 d n e r) ，プラワ(P. M. B la u)，クロジェ (M.Orozier)らの業績 d4)からも十分う

かがえる。すなわ私， ウェーパー官僚告IJの理念型は，政治社会学の怪史分析(fC長いてはそれ相応

の意義をもっていたとはいえ，具体的な近代諸組織の分析に沿いては，留保なし陀は十全な妥当

性をも払えないものみなければならなし、045)

そこで，具体的Kウェーパー官僚制!の理念製VC;Jo'ける問題点を次の二点K要約して指摘しておー

とう。まず第一VC，一口 K規則氏よる支配といっても，組織成員にとって賦課規則と協約規則と

では組織管理に現われる規則の機能や意味は異なってこよう。加えて，組織統制の権威1Jr織{立規

律と専門技能K 分岐していること自体矛盾しているO すなわ'"f:-" ある戦位の!桜務遂行 Vζ際して，

その権威を専門技能陀求めるとすれば，一定量の自由裁量が許容されること [ζなろう。ととろが

一万で(私情をころす非人格的な)臨;位規律 Vζ根拠を求めるとなると その紙位占有者の自由裁

量の範聞は皆無に等しく，結局職位のヒエラノレヒーを通じて組鎌上位の権限が優先される ζ とVζ

なりかねなし、o(16) 

第二の問題点は， ウェーパーの理念型が適用される対象範囲が不分明であるという点である。

組織研究の視角からみて，組総体全体が対象なのか，組織体の管理のレベノレが対象なのかが不明

瞭なのである。との問題は，具体的花組織の成員一一非成員を区分しようとする際，深刻な問題

となってくる。(たとえば産業組織に令ける株主や，サービス組織になける顧客を恕起せよ。)0乃

したがって，官僚制概念、を組織体分析K適用するためVζは， とれらの問題点を十分認識したうえ

で， よりいっそう整序されねばならないと思われるO

(2) 官僚制の今日的意味

では， ワェーパーの理念型κ起源をもっ官僚告Ij概念は冷iヨどのよう κとらえるととが妥当なの

であろうか。 塩原勉は，今日使われる官僚告IJの意味を，①官庁陀よる依法的な行政機構，②技術

的長所陀着目した形式合理的な管理機構一般，③諸機能の悪循環による「官僚主義」的形態の三

つのうちどれかないし混合だとしている008)ζの要を得た樹京の整理を参考にして，行政官庁や

民間諸組織をも対象とする組織社会学の立場としては，塩原の②の意味を軸V亡しながら，①なよ

び③の意味をも含みうる余地を残して次のように理解するのが適切であろう。つまり， r官僚告IJ
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とは，組識が自標達成のための協働活動を合理的陀遂行させるためVC，綿密な規則氏よって役割

d 9) 
ないし役割期待を規定し制度化するさいの一種の行政装震ないし管理手段である Jと。 との官

僚制把握Vてついてとく K留意されねばならないのは， との定義K言う「装置J， I手段jとL、う

語のもつ意味である。すなわち，官僚詰!J概念は，組織現象の全体を示すのではなく，制度的側面

を示すK他ならないという点である。いいかえれば，技術的長所一一組機管理 V[;j;.ける合理性一

一ーに着目した一般的な組織制度概念であって，個々具体的な組織には，異なる存在理由(組織

の目標)をもち，その組織過程に沿いて現出される技術構造や管理構造には相当差異がありうる

ことを前提視した， きわめて一般的組織把握の概念であると理解するのであるO 時VC，とこでの

官僚i削減念は，中性的用具概念、と解されるかもしれなL、。しかし 組織研究の全体領域Vζ沿いて

は，組織の存在理由である自擦と， 組織K関わる諸成員が組織K託す諸要求〈とりわけ組織Kよ

る最主要受益者群のそれ)との関連Kむいて， とれらを媒介する構造ないし管理手段としての官

僚制をとらえ，そめ巧罪が検討されるのであるO その意味でととでの官僚制概念、を中性的用具概

念、とみる見方はあたらな L、。

(3) 官僚制概念Kよる教青組織研究の主要課題

さて，官僚制概念を用h、て教育組識を研究するさい，前述した官僚制把握の立場からも，次の

諸点が考慮されねばならないと考える。

第一Vζ，教育組識の呂標が，官僚詰!Jという管理手段 VC.:lシろされる際，それらが具体的K どう規

定され組織の最末端に現出するかという点である。第二VC. 教育組織に産接‘間接関与する成員

の諸要求がどう扱われるかという点の究明が看過されではならないという点である。(筆者は，

基本的K教育組織に関与する受益者群を依頼人(c 1 i en t )のカテゴリでとらえ，第一次的依頼

人一一最主要受益者一ーを生徒，第二次的依頼人を子どもを就学させている親むよび公衆rrら

(20) 
:t.ている。)

第三は，上記の二点の課題を考え合わせた実際上の分析方法K関する課題である。ウェーパー

の官僚告!J論iVCなける欠陥を踏襲しないためK も，明確に分析レベノレを立てわけ，技術レベノレ(教

師一一生徒関係)，管理レベノレ((生徒)一一一教師一一管理者の主として権限関係)，組織環境

レベノレ(全体社会や地域社会と教育組織之の関係)の三つのレベノレ(21)を設定したうえで，組織

の自標 ξ組織成員の諸要求土の関連様態を媒介構造としての官僚制と L、う視角から総括的K分析

すべきだ去考えるO

3. 先行研究の意義と限界

ζ とでは，前述したような分析視角‘課題意識Kもとづいて. とれまで出されてきた教育組織

の官僚制論を， とく K概念枠組の問題K焦点をあてて その意義と限界Kついて考察するととに

しよう。さて， ζの領域でのまとまった成果は必ずしも多くな L、。と〈陀わが国κ;j;.いては，特

徴な概念枠組をもった経験的調査や体系的な分析は L、まだなされていないと言わざるをえな L、。
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そこで，比較的体系だった研究成果を残している米国の二人の研究者の業績Kついて検討し，教

育組織研究vc;t"ける官僚結lj論の意義と限界を探るとと托しよう。

(22) 
(1) R. G. Corwin， ASociology of Educat ion， I 9る5 の場合

コーウィ:;/の本書は，組織理論K依拠した学校社会学の原論といってもよいほど，学校をめぐ

る諸問題を多方面から検討してなり，われわれの研究Uてとっても，多くの示唆を与えてくれる。

しかし，彼はたしかに学校の内部問題十ても論究しているが，どちらかといえば，学校をとりまく

社会環境論一一言いかえれば学校事象の社会文脈からの検討ーーにカを注いでいると言わなけれ

ばならなL、。そのことは， との著書の副題の， r公立学校K恥いて，構成されつつある階層・地

位・権力のパターンJとLづ表現からも容易K読み取りうるつしたがって，われわれの教育組織

の官僚詰IJ論の研究対象としては，本書は組織環境論K力点を置いた教育組織の官僚詰IJ論といって

よいであろう。

しかし， もう一歩立ち入ヲで言うならば，組織濃境論と組織内部の技術・管理レベルの諸問題

との樹連構造や様怒の分析Kついては，必ずしも明確な分析手法が提示されてbらず，論理的な

整合性があまり追求されていないきらいがある。以下，彼の所論をわれわれの研究課題K添って

占先括して台乙う。

彼は，官{剥jlJを「労働の詳細な分割と業務管理の組織化任以ける特殊形態 J(23)ととらえてb り，

いわば組織管理V亡命ける用具ないし管理手段の意味でとらえている。そして，具体的な教育組織

の官僚詰Ijの議指標を次のように導出しているの(24)
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彼は， とれらの各指標Kついて先行諸研究の解釈と bづ摸式で，倹言ましたのち，米国の教育組

織は官僚詣1)化の度合をいっそう高めてきていると言う。また;， 'ζ うてした官僚制化の組織環境要

円む
つ
/
」



函として，①人口増加，②都市化，③移動性の増大，④知識爆発，⑤教育の経済的価値の増大を

(25) 
あげているO

さら (1[， 教育組織内の権限構造花公ける教師の意思決定の領域についても検討を加え，その範

屈はきわめて狭<，現実的な方針決定権限の多くは通常上位管理者履K握られていると指摘して

L、るO 具体的K言えば，教師は①既定方針の解釈，②(意思決定への)助言，③既定方針の執行

という形でしか意思決定過程に参加していないというのである。(26)

さて，以上のよう K概括されるコークインの教育組織の官僚制論Vてついて， とく K研究方法の

観点から率直な評価を下して恥 ζ う。まず，官僚需Ij概念むよひーその具体的な指標の概念化Kつい

て言うならば， ワェーパーの理念型の安易な拡大解釈とも言える誤りを犯していると言わざるを

えな U、。つまり官僚制概念の把握陀沿いて，官僚詰!Jが組織管理の合理性と」、う論理花賞ぬかれた

組織制度観であると uづ本質的な把握が弱<，そのため官僚制概念、K よって教育組織現蒙のほほ

全容を説明できるとするような立場をとっているO それゆえ，官僚需iJの理念裂としての諸特徴が

そのまま，質ないし量の連続体を想定する尺度を用いて組織現象を具体的κ分析・検討できると

する， r極端な型Jとして官僚出jの理念、型をとらえてしまっているところに重大な問題があるo

fワェーパーはとれ(理念型一引用者)を単κ極端な型としづ意味κ用いていなし、。ウェーパー

の構成概念は，分類的ないしはj顕序的芯類型より以上VC，社会現象を直接説明し解釈するの K役

立つ分析的な道具であるとされているJC27)ととを知らなければならなし、。

このととは，具体的Kコーワインが示した指様の中味を検討すれば，いコそう明確Kなろう O

たとえば，コーウィンは，権限の集中化の指標のーっとして f学級担任教師から教育長までの管

理者層の段階数Jをあげ，いわゆるヒエラノレヒーの段階数の増大が官僚昔前化を助長するという仮

説K立っている。しかし，官僚制的になるかどうかは， ヒエラノレヒーの段階数κではなく，むし

ろ「組織内の権限関係が合理的な規則の細分化の結呆として 正確かっ非人格的な性格をもって

いるかKあるJ(28)のである。まして，教育組織の場合の権限関係の内実:を技術レベルの教師一一-

生徒i謁係(ノレーティン誕の産業組織の場合とは相当異なると思われる)とのj旅路Vζ沿いてもっと

精細K検討されたうえでとそ，官僚需IJ化の度合を問題Vとできると考える。

したがって，コーウィンの官僚制論は，教育組織管理V亡なける顕在的な諸側面(組織編成や運

営基本計画の諸側面)を主たる対象としたものであると言ってよu、。むしろ，問題は，そうした

組織編成や運営計画上の変化が真児教育組識の目標達成にどう影響したのか，また最主要受益者

である生徒の諸要求がどう扱われたかを問うととなしには，官僚告1]の巧罪を論じえないと考える。

もちろん彼は，彼の言う教育組織の官保制化が，生徒一人一人K対する配慮の希薄化を招来し，

また教師の職務遂行上のコンブリトを増大させたとまでは指摘し -c¥， 、るO しかし，それらの指摘

はまだ現象の皮相的把握の域を出てならず，複雑でダイナミックな教育組織の技術レベルの内実

を掘りさげて論究されなければ， :十分な説得性をもちえないと言わざるをえない。

ただ，コーワインの所論 Vてないて評価されるべき点は，十分整序された概念枠組を用意してい

ない難点はある托せよ，教育組織の管理.構造(形態上の諾側面)(1[組識環境がいかK大きな影響
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(29) 
力をもっているかと Lづ点を，ある程度明らか陀したことであるO

(2) J. G. Anderson， Bureaucracy in Educat ion， 1968(30)の場合

コークインの前期著作が先行諸研究の整理・再編成陀よる呈ヂ究を特色としているのK対し， こ

のアンダーソンの研究は，具体的(!L30の中学校 (jun ior hi gh schoo ls )を母集団として

そのうち 10校を直接対象Kした調査研究であることに，その第一の特色があるO この種の領域

(教育学研究)では，経験的事実の調査が，課題対象の複雑性とそれK伴う調査手法開発の国難

性が手伝って必ずしも多くない現状では，アンダーソンのこの試みは， きわめて先駆的なものと

して評価されてよいであろう。

さて，その中味， とりわけ分析枠組Vてついてみてみよう。彼は，組織の宮僚詰IJをむ冬‘むねウェ

ーノミ一流の理念裂でとらえつつ，組織の管理レベルの問題を次のよう K設定して，調査にとりか

かっている。つまり，組織内の個々の活動や成員を統制する手段として，直接的監督・戦業訓練‘

業綾測定基準・規良Ijがあるとし，彼はこのうち最も強力なものが規則であると措定して，走fi織統

告Ijの問題K迫ろうとするのである0(31) 

したがって，われわれの官僚制概念Kよる組織分析の立場から言うと，管理レベルの問題K焦

点をあて，しかもそれをフォーマノレな権限を規定する規良!Jの機能に限定して考究しようとしてい

るとみなしうる。もちろん彼は，管理レベルに主要な関心を注ぎながらも，環境(地域社会の社

会。経済的地位)‘組織(規模) ‘個人(教師)の四つのレベルを設定して，われわれが言う組

織環境レベルや技術レベルの問題を含めようとしている。しかし，その組織環境レベルや技術 ν

ベノレの諸問題についての扱い方は， どもらかと言えば皮相的で， とく K組織成員でありかつ最主

要受益者である生徒の諸要求の扱われ万の問題を十分包含した分析枠組Kなっているわけではな

~、。

さら[に彼のより詳細な研究手法を整理しながら検討を進めよう。彼は，官僚誇IJにむける機能

を，組織内の諸権限の媒介物 (bearers)と調停物(mediators) とし、う二側面でなさえ， さ

らbてそれらの規則の内容を次の三鍾K区分して調査手銃き陀なろしている。すなわち，行動規則

(教師がもっ規範)，管理規則(教師の学校総体Ts.¥， 、し上位者との関係をめぐる規則).職務行

為上の規制の三種Kカテゴライズし，事前調査を経て， 8項目を析出して調査の組上κのせてい

る。そして，とれらの各項目どと(!L，教師陀多岐選択法による十全な自律性から厳格な規告IJ(!L至

る連続体上での反応、を求めている062) 

とうした研究手法K より，かなり精鍛な調査結果の数量的処理を経て，後は次のような結果を

導いている。まず，学校をとりまく地域社会環境の影響力が明確にみてとれると bづ。具体的に

は，低階層の地域社会の学校は，権限の集中化(規則の増大)の傾向をもち，官僚制規則が組織

企よび教師を擁護する機能を果たすO しかしまた，教師の行動の側面をみると，低階層の地域社

会Vてある学校の教師は，新しい万法・技術を探求して教授を人格的なものにしようとするの K対

し，中間階層の士也域社会Kある学校の教師は，生徒の能力や価値観の同質性K依処して非人格的

な教授法をとると指摘しているO
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また，学校規模の点では，やはり規模が大きいほど規制児よる手段上の規制が増大し，その限

りでの官僚需iJ化の度合が高いとしづ。さら/fC， きわめて興味深い教師と学校(管理者)との権限

関係についてみてみよう。まず，規則の量の面では，教科部門どとの差異がみられ，車託業科の万

が国語(英語)科より規則の数が少な~、。まに，各教科部門の成員数や女教師の占有率によって

も異なり，いずれも数や率が高いと，規員Ijの数も増大すると Lづ。次K質的な側面として.教師

の自律性ないし自由裁量と組織上位の権限とのコンフリクト Vζづいてみてみよう。まず自由裁選:

が許容される範囲は，教師の性別・織位・経験年数に直接相関してむ札男性〉女性，職位高〉

低，経験長〉短という結呆Kなっている。しかし，著者の予測K反して， r規則が，階層的権限

の存在が各教師Kよりいっそう受容されるよう K作用しているとしづ意味で権限上のコンブリ

クトを調停しているよう K怠われるI:53)とL、ぅ。つまり，権限の実際的な行使を非人格化し，組

織成員の不安を減少させる機能を，規則がもっているというのであるoGのさらに彼は，規則がと

うした機能をもっ理由として，教育の場合とく κ，一般に承認された達成基準がな L、とと，効果

的な教授行為の監督が菌難なとと，教師たちの技導技量。て差があるととをあけ。ている。(35)

以上が，アンダーソンの研究成果の骨子であるが，何点か筆者の率車な評言を呈して訟とう。

まず，彼の研究成果は基本的Vては教師の行動κ焦点をあてた管理レベルの問題K限定されている

という点で，対象領域の狭さは否めなL、。しかし，そのl浪界内κ:;jo>"、て，組織環境レベノレや技術

レベルの問題をも含めようとする志向性，むよび数理科学的な分析技術のとの種の研究への導入

は，今後のとの領域の研究の発展K資するととろが大きいと忠、われる。

しかし，彼もまた組織の制度観である官僚帯Ij概念の枠内で，教育組織現象の全てを説明しよう

としたきら L将拭えなし、。その意味で，極論すれば，常識的な静態的教育組織観を，研究として

経験的事実をあげて裏づけたK過ぎないとも言えるO したがって，生徒の諸要求をも概念枠組の

中K包摂してより動態的な教育組織研究をめざすわれわれの立場からするならば，物足りない面

を多く残していると言わざるをえなL、。ただ，彼の研究成果のなかで法自すべきは，組織管理Vζ

沿ける規制のもつ;意義を，従来の平盤的な懲罰的機能としか見ないような見解を経験的事実Vてよ

って，間接的統制j手段としてのプラス面を提示しえたととであろう。もちろん，その際プラスと

して働く規則が，賦謀規則ではなく，学校教育の事実的責任を負う教師集団の合意Kよる協約規

良IJであるととが教育条理から望ましいと考えられるゆえ，規則の中味Kついての質的な吟味の問

(36) ;j還が残されてはいる。

4. 組織社会学的教育組織研究の課題と展望

(1 ) 教育組織研究VL:;jo.ける官僚指IJ論の位置づけ

前節で考察した二つの教育組織の官僚需IJ論の成果を基調レ亡しつつ， さら陀との分野の関連諸研

究の成果κも自を向けながら，われわれの教育組織研究の課題を探ってみよう。

まず，教育組織を官僚告IJの枠組でとらえようとするとと自体κ対して， ラディカノレな批判をし
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ているトーマス(D. H. Thomas)の所論(37)をとりあげて考察を進めようo彼は，クェーパ

一の宮僚筒Ij概念を， ますます複雑化する生産組織の能率 (efficiency)陀関する合理的モデノレ

ととらえているo(8)また，特定の時間VC，特定のニードをもフ特定の人間 K応えようとしない性

格をもった複合組織とも言う。(39)そして，学校はたしかK複合組織ではあるが，官僚制ではない

とし、うのであるo なぜなら，学校の実態 K即していうと，学校は多様な自標をもっゆえK多様な

組織上のパターンを有しているのだという0(40)そしてまた，学校のサーピスを期待する依頼人

は，生徒・親‘地域社会と璃醸して止り，しかも子どもはその学校の教育サービスを自発的K求

めていない場合もあるとして， とう言い切る。学校は準依頼人中心(q u i s i c 1 i en t -c en t e r-

ed)の組織であって，そとてがなされる教育は生産物 (product)ではな<，過程 (proc'ess)

であり，何よりも人間的な過程であると o(41) また，生産へ向け組織成員を統制する必要性が本

来的K存在しない人間的な過程であるとも言う。 (42)とのように論じた後 彼は学校を官僚詰IJと

性格づけるやり方をすて，学校を自成，体系 (natural system) とみなすべきだと言うのであ

る。

とうした彼の所論は，ある意味で，教育組織国有の特質を鋭〈見抜き，従来の教育組機研究κ

ドラスティックな研究視角の変更を迫るものと言えよう。そとで，われわれの立場との異i司を明

らかKしよう。まず， トーマスの官僚需Ij理解は， ワェーパーの理念裂がそのまま現実の近代諸組

成Vとあてはめられるとみる立場K立っている点で，繰りi 返し述べてきたわれわれの官僚時IJ理解と

相当異なることは容易K看取されよう。その意味で，彼の官僚詰!J理解は，やや硬直して恥り，組

織現象の制度的側面としての教育組成把握の視点が不鮮明l疋たる，きらいたしとしたL、。

また，彼は学校を準依頼人中心の組i~X と規定するが， との見解では社会の未成熟者を計画的‘

組織的κ教育しようとする国民教育としての学校教育の意義のもう一つの側面が，十分考慮、され

ていたいように思われるO 亡の点はまた次のように言いかえてよ L、。教育は生産物ではな〈過程

だと彼が言うとき，学校教育の個人的機能 Kついての教育条理とじてこの見解は十分首肯

rきる。しかしながら，学校教育は基本的K教える側の明確な意図を打ち出して，系統的知的教

育やi一般社会生活花演する教育を自擦としているととも事実であり，それゆえ一定の教育組織

としての生産性や効率(もちろん産業組織一般のそれとは同質に扱われえないが)が問われざる

をえないととを彼はほとんど認、めていないのである。われわれは，やはり教育組織Vとも，その程

度はともかく一一回学校段階，個別学校の教育自擦の性格，収容している生徒集団の特，性などK よ

って相当ノくリエーションがあるとみているが一一ーとして，官僚詰IJ的側面をもっという認識は，決

して誤っているとは思わたL、。

しかしながら， トーマスの所論 Uては，われわれが体系的‘総合的な教育組織論の構築をめざす

陀あたって，重要な問題を提起して〈れていることは認めてよ」、。それは，次の二点陀要約でき

る。第一向教育組織の呂擦の性格Kついてであり，第二VC，教育組織の最主要受益者である生

徒(集団)の教育組織土の位置づけ万の問題である。

第一め目標の性格 Uてついてまずi論究しよラ。たとえば，教育組織の包擦を総括的に未成熟者の
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道徳的・技能的社会化であると表現しうる (0. E. B i dwe 1 1) (43)としても，その内実は実

κ援味であると言わねばならな L、。すなわち，来体的問ヱ，学校・学年段階ないし教師の指場豆

当領域ごと κそれぞれ下位自擦が設定され， 日常の教育活動が営まれる仕組(疋たってはいるが，

それでもなおA決して単純‘明快たものとはなりがたし、。もともと，教育組織の自擦は，人i習の精

神的た価値K多かれ少たかれ関わるゆえ， とうした性格は避けがたいものであるO

しかも，教育組織の明文化された建て前としての呂擦とは裏腹VC，学校がなかれている社会文

脈から見直すと個々の生徒K資格付与や人的能力の選別の機能をもっておーり， とれも見万をかえ

れば教育組織の隠れた目標ともいえるのである。(44)しかし， このととは社会的単位(部分社会)

としての学校の本質K内在するいわば宿命であって，容易κかつ単純Kわりきって理解できる問

題ではないと言った方がよいのかも知れたし、。要は，教育組織の自標が，最主要受話者たる生徒

托とっての意義を核Kして，計画性‘組織性を旨とする学校教育の特質K見合った形で， より精

細かつ具体的陀定立されるととが必要たのであり，また教育組織研究にとってもとの作業は回避

しえないものと思われるO

とうした点からみて，教育組織は，組織管.理の技術的合理性を意図する管理手段としての官僚

制lvcなじみがたい性質をはらんでいると見てもよ L、。しかしながら，学校教育の計i語性‘組織性

とL、う特質からして，教育組織は官僚需iJとは一切縁のないものとも言いがたいのであるO したが

って，少たくともその達成度が比較的明快にまた具体的‘数量的K摂IJられる ζ とが多 u、目標を。5)
もつ近代産業組織などと向手IJVC，教育組織は論じられがたいという認識に是非必要である。

次Vて，第二の，教育組織の最主要受益者である生徒(集団)の位置づけ方について考察しよう。

とワわけ初等段階の教育組織托沿いては，生徒は自らの積極的た意思で，学校の教育サービスを

受容することを希望して就学して〈るわけではなL、。しかし，彼らがひとたび学校社会の成員に

なるや，彼ら Vてとって学校は主たる生活場所とたる。そして彼らは，学校(Iiζ就学以前K獲得して

きた伯能観や態度をもちこみ 就学中も家庭や地域社会の教育機能を受容しつつ成長してL、くので

ある。よって，学校は生徒というさまさまた特呉た佐賀をもっ依頼人群を収容するゆえ VC，それ

らの性質を十分考慮した対応をしなければならな t、。具体的には，彼らめ自発的た活動をその発

達段階κ応じて尊重し，そのための配J惑をこらしてやる必要があるO も私ろん，生徒たちの意思

を全面的K尊重したのでは，学校教育の呂標は実現されるべくもたL、が，かといって，彼らを全

て大人(管:患者や教師集団)が規定する学校秩序K服従させようとするととも，子どもの生理的‘

必珪的特性や，また教育条珪から見ても，適切ではな b、。とうした点から，教育組織特有の技術

レベノレむよび管理レベノレの諸問題が生起して〈ると思われる0(46)

以上のような考察からも，少なくともと ζでとりあげた教一育組織の官僚制論K関するi浪り，上

記の問題(呂擦と生徒の位置づけ万)を十分包摂しえていなかった ζとは明らかである。われわ

れの官僚制理解からも予測されるどとく，やはり教育組織の宣言J態的た側面の追究が，今後の重要

な研究課題となろう。との点を，松本和良の組織の二重構造性と L寸組織把握の仕万民よって説

明すれば，いっそう明らかとなろう O すなわへ組織は本質的VC，官僚詰IJ化された役割期待の規
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範的た第一次構造としての官僚制的側面と， もう一方人間の複合としての対人関係の第二次構造

(社会集団的側面)を有するのであるO そして，との両者の関係妃ついてみると，官僚信Ij的側面

が優位Uてあって組織の間有た諾特徴を形成するものでありながら，常κ一種の緊張関係を組織κ

もたらすものである0(47)とりわけ教育組織の場合，組織目標の特異性とならんで，技術レベルの

固有な性格からして，第一次構造(官f禁制的側面)自体，産業組識のよう Vとは形成されがたく，

第二次構造の社会集団的た側面が第一次構造花相当浸透し，また融合してきていると思われる。

以下，今後の教育組織研究的主要な課題と思われる諸点乞技術‘管珪・環境(J)三つめレベルに

区分しながら，若干論究して;J:，.とう。

まず，技術レベノレの問題から考察しよう O 教師が，性格‘知能・関心・体力・家庭環境等さま

ざまな点で差異をもフ個々の子ども陀十分対応した教育活動を遂行しようとすれば，大織的た基

準とはし、え，一定的教育内容を，一定期間内κ生徒 K学習させようとする組織目標的合理的追求

内必要性に起因する管珪上の諸基準という需1J約κ車面するであろう。しかし，公教育として意義

をもっ教育組織の特性からして，そ(J)7.!<準維持のため(J)比較的ゆるやかな波長IJたし、し基準的存在

は認められねばならた L、。むしろ，技術レベノレの問題としては，教師が基本的Kは生徒を集団と

して扱いながらも，たむ生徒の個別的た差異K対して配慮しつつ，生徒の学校での豊かた学習や

生活を保障しうる専門技能の内実が将来!日 l疋解明されねばならな¥，'0(48)そのうえで，そうした教師

(J)専門技能的発揮を阻害する要因があるとすれば，それは何かが究明されるべきであろう O そと

VC;J:，.いて規則や基準の内実が問われえよう。

次十て管珪レベノレの課題Kついて考えよう。学校の活動が，単K個々の教師の単位業務の量的集

合ではないことからして，管珪レベノレ VC;b.ける組織的統合i笠の問題が，教育組織の場合Kも重要

な謀越となる。との問題は，具体的問主，教育組織内部の管珪者層と作業層との権限関係の問題

として生起してくるであろう。しかし，救育組織の目標の特異な性格や，作業躍の個別単位(疋な

ける職務j活動が，決して判断莱務が停止された単純作業でないことを考えるたらば，訟のずと教

育組織内部の権限関係は， きめ細かな監督 (close supervision)を介在してたされるよう

なリグッドなものとはなりがたいと言・えるo したがって， 管王生者層と一般教員との権限関係は，珪

念的Vてみて， fl可等の仲間J (company of equa!s) による共同組織管理形態vc;J:，.ける先輩

一一一後輩関係の様相を呈するとと Uてなろう。(仰)ととろが，現実には決してとうした予定調和的た

権限関係が現出しているとは言いがたいよう K思う。そと VC，教育組織の管理レベノレの動態分析

の意義が存するのであるo ととでは， とのレベノレの主要課題の設定の方向性を示すKとどめでな

く。

また，すでにみてきた教育組経車内部での生徒の諸要求の扱われ方や権限関係の問題なども，実

は教育組織をとりまく諸環境との関わり Uておいて考察されねばならないととは論をまたた L、。と

りわけ，わが国のように，教育組織自体の自治を珪念的K容認しているようであっても，国家中

央行政当局が，監督・指導‘助言の権限を相当強くもフている教育行政構造を対象とする場合 Vて

は。ただ，教育組織固有の諾特質(自擦や技術レベルでの諸活動の特異性)に照らして，組織環
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境の影響力が実際上どのようた，そしてどの程度の浸透性をもつかUてついて明らかKされたけれ

ばたるま L、。そうでないとコーワイン陀みられたように教膏組織研究に企ける'分離された環境論

KたってしまいがちであるO

(2) 組織社会学的教育組織研究の展望

本稿のはじめ K論究して沿いたように，近年の組織社会学の発展とその成果~:t.われわれの教

育組織研究κ多くの示唆を与えてくれるO 以下，今後の組織社会学的教育組織研究の展望を二点

述べて，本稿の結びとしたL、。

まず，教育組織を， より広い視野からとらえななす作業として，現代の多様な諸組織のなかで

茎A "，7'41::0 (50) 
教育組織がどのようた位置Uてあるかを把握するための，組織類型日間の効用 促ついて考ー察しょ

う。

パーソンズ (T.Parsons)は，組織の特定目標が上位の社会体系の機能と制度的(疋結びつい

ている点K着自して，社会体系の機能要件を基準にして，次の四つの類裂を析出している。つま

り，適応→経済的組織.B標充足たいし達成→政治的組織，統合→社会統制j的組識(裁判所

や警察)，潜在的パターンの維持と緊張処珪→社会化組織(宗教団体や教育組織)の四つであ

る061)ζの類型論から，社会体系(全体社会)との関連K沿いて，教育組織がもっ社会制度上

の位置がほぼ明らかにたろう。

また，エツィオーニ CA.Etzioni)の類型論は，組織内部の服従関係を組織成員のi謁与の仕

方(疎外的・打算的‘道徳的)と，組織が使用する権力の緩類(強制的‘報酬的・規範的)陀よ

って類型化したものであるO この類型論によると，初等‘中等段階の教育組織は，支持A範的た)~[1従

(52) 
l謁係が'優勢ではあるが，強制が副次的な役割を果たしていると uづ o とのエツィオーニの類型

論から，教育組識内部の生徒集団を含めた内部構造(とく陀服従関係)の解明K有効な手がかり

がえられそうである。

<-r-lY.tlh(53) ーまた，カーノレソン (R.O. Oar 1son)のサーピス組織 をさら trC[f自分化して，組織成員の

加入 K際しての組繊の側と加入者の側の選択権の有無Uてよって類型化した所論はたかなか興味深

L、。この類型化を通じて 公立学校(教育組織)のもつ社会制度上なよび内部構造を基本的K規

定する諸特質を的確vc描き出しているO すなわ払，組織の側でも加入者を選択できないし，まれこ

加入者の側でも加入する組織を選択できないとしづ制約から，次のような特質をもっ「飼育型組

織J Cdomescated organization) と呼んでいるo (その対極K双万選択権をもっ組織，

「野生型組織J Cwild organization)を宣いている。)つ主り，その特質とは，依頼人獲

得のため他の組散と競合することがた L、。また法制jによってその存在基盤が保護されておA り，組

織の自標

次Uκ亡，教育組織の内部構造や組織過程の特質を把握するうえで， きわめて有効な手がかりを与

えてくれると思われるのが，組織の構造と機能を社会技術体系の視角から分析したペロー (0.

P e 11 ow )の類型であるO 彼は，組織体の構造が採用技術陀より拘束を受けると Lづ仮説を，経

験的事実の検討‘吟味をとなして検証し，技術を熟練技能型，非ノレーティンmJ_.手工型，ノレーテ

に
J
V

マヘ
J
〉



ィン型K類別しているO そして，組織が採用する技術の違い陀よって，組織内部の下位単位の自

由裁量の程度，権力作用，集団内の協働，集団関の相互依存をはじめ，組織体と課業遂行の構造

的諸側面陀相当差異が生じてくると指摘しているo(55) も私ろんとの類型は，彼も認めるよう K

思弁的な域を出ないが，教育組織分析κ十分採用されうる新たな視角を提供してくれる工うに思

われる。

もちろん， ととにあけ・たuぺっかの組織類型論が，そのまま教育組織分析にストレート K適用

できるとも言えないし，あくまで組織比較上の一般類型の域を出ないであろうことは，十分認識

して沿かなければならた」、。しかし，そうした限定をつけたうえで，教育組I滋の概括的把握，そ

の[琵有な性格や社会制度上の位置，ないしは組織構造の分析に，従来のものとは異なる新たな研

究手法を開発するうえで，重要た手がか η陀しうるよう K思う。 (ζ とでは，その着想、の一端を

示した児過ぎないが。)

i最蚤後Vκ亡，われわれの組織社会学的教育組織

て£沿喝きた b、、O 部前]述Lた組織類型論の成果をも力加日味した，総合的な J概念枠組を基盤にしたうえでの，

経験的事実の調査による，教青行政‘学校経器研究立てなける一般理論構唱の必要性を力説したい

と考える。たしかlに教育政策の分析や教師や管珪者j蓄の研究，また学校社会での子どもの研究

は， とれまでもかなり出されてきた。しかし，方法論からみるとそれらが組織体としての学校，

より広げて言えば教育組織体と uづ現実K存在する社会単位の全体脈絡の中での位置が明催促さ

れたいまま，個々ぱらぱら K行われてきた傾向は否めた L、。われわれは， とれらの先行諸研究の

もっそれ椙応の意義を認めるとと K鰐践するわけではた L、o しかしながら，今後は，教育行政・

学校経営研究の総合的アプローチ，ないしは一般珪論構築(はるか速い道程ではあるが)を志向

して，先行諸研究を位援づけ重し，またそれら K欠如していた領域の研究や新たな視角による研

究を経験的事実の調査Vてよって精敏K論理化してL、〈 ζ と陀よって，社会科学研究VC;b.ける特殊

理論としての珪論イ七を急、ぐべきであると主張したし、0(56)

たとえば，教育組織の管理レベノレKなける教師の自律性と組織上位の管玉虫権限との関連機態の

問題なども，また，f百綾な実証的調査研究の成果をみるまでに至っていないのである。ましてや，

教育組織の最主要受益者でさうる生徒の学校生活や，学習成果との関わりで，管理レベノレや環境レ

ベノレの問題が論主主整合的K扱われては ζなかった。ことで， しっかりした概念枠組をもった精綾

な経験的調査の必要性を説くのは，前述してきたような意味での予測される教育組織の国有た側

面を十分包含しうる理論化が必要だと考えるからである。他の組織研究陀使用される手法をスト

レート κ;愛用すでるだけでは， どうしてもそうした側面が隠されてしまいがちであるととは，アン

ダーソンの野心的な教育組織の官僚制分析のもつ腺界からも珪掃されえよう。

したがフて，教育紙激研究の現段階陀やいては，組織社会学の成果Vζ依拠しながら， トータノレ

た視野からの概念枠組を設定しつつ，他方教育組織国有の諸問題を厳密に解明するに是る，経験

的事実児期した実証的研究の積み上げが何よりも必須であると考える。
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(1 ) 吉本二郎編著， r学校論一一組織・経営‘管珪一-j，明治図書， 1 972， p. i 8 

(2) 松本和良は，組域統念、を先行諸研究の成果を丹念に検討した後，次のよう花規定しているO

I r組織jとは，特定目標の達成，人間の協働関係，計画的活動，社会的行為などの諸要素

から成り立つ社会的単位であるo J r組織構造の理論j.学文社， 1 9 7 3， p. 1 2 O. 

(3) とこで「制度Jとしづ語を使わないで， I組織Jとし、う語を使用する子生出を，簡潔Vと述べて

なとう。 r制度J (institution)とLづ語には，社会単位の外から，あるいは外部要因

から拘束される面ーを強調するひびきが強L、。しかし，社会単位内の諸問題の解明κ力を在ど
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部組成としての学習組織と教授組織を二要素とする「教制服J概念とは，明らかに用語法

を異托していることを断わって:な〈。
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饗iの作用など陀関する珪論一一一ーの，震関κあるのであって，一挙κして， あれやこれや

の理論を導出する ζ とのできる『統合:されたJ概念的体系を求めて怜ならないJiという指

摘は，教育行政‘学校経営研究の科学化を意図する者。てとって， きわめて重要な指摘とド

えようoRo b e r t K. Me r t 0 n. 80 c j a 1 T he 0 r y a n d 80 c i a 1 8 t r u c t u r e . ( N. Y. 

: The Free Press， revised.r 1957). (邦訳)森東吾他訳. r社会珪論と社会構

造 j，みすず書房， 1 9 6 1; p p. 6 -7 

(造言)

本稿は，冒頭陀設定した基本課題に対しての序説的た考察の域を出てないかもしれたu、。しか

し，教育行政・学校経営研究の一般珪論構築へ向Iヴての，ささやかではあるが一つの展望を示し

えたと思う。また， とれまでの ζの領域の諸研究に対する万法論上の一つの批判の意味も ζめた

つもりであるO 今後， さら Vと研鎖を重ね，本稿で設定した基本課題i'C， より激密な論王室化を試み，

j}IJの機会Vとその成果を問いたいとう考えている。

先学諸氏の， J.滋Lいど批判・ど指導をいただければ幸甚である。
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